
特許権の権利範囲解釈と知財戦略における攻守バラン
ス

権利範囲の法的決定原則

特許権の権利範囲（クレームの範囲）は法律上、まず特許請求の範囲（クレーム）に記載された文言によっ
て定まります。日本の特許法第70条1項は「特許権の効力は、特許請求の範囲に記載した事項に基づいて定ま
る」と規定しており、クレームの記載こそが権利範囲決定の基本です。しかしクレーム中の用語が不明確な場
合など、その解釈にあたっては明細書や図面の記載内容も考慮されます。同条2項は「特許請求の範囲の記載
の解釈にあたっては、明細書および図面を考慮に入れなければならない」と定めており、クレーム文言の意
味を明細書・図面を参酌して補完できることを示しています。つまりクレームの文言解釈を行う際には、発明
の詳細な説明や図面に記載された内容を参照し、クレーム用語の技術的意味や範囲を明らかにするのが法的
原則です。 

さらに、日本の裁判所は均等論（Doctrine  of  Equivalents）の考え方も採用しています。均等論とは、製品
や方法がクレームに文字通りは該当しない場合でも、発明の本質的部分に実質的な相違がなく、同等の手
段・作用・効果を奏するのであれば侵害を成立させるという法理です。ただし均等論が適用されるには厳格
な条件があり、一般に次の5要件が知られています:  (i) 相違部分が発明の本質的部分ではないこと、(ii) 相違
部分を置換えても同じ目的を達し同じ効果を奏すること（均等の手段・作用・効果）、(iii) その置換が当業者
にとって特許出願時に容易に想到できないこと（非容易想到性）、(iv) 置換された要素が出願時に公知でない
こと、そして  (v) 特許取得過程で意図的にクレームから除外した要素でないこと（禁反言）。これらは1998
年の最高裁判所ボールスプライン事件判決で示されたもので、日本でも均等侵害が公式に認められるように
なりました。要するに、特許の権利範囲は「クレームの文言」＋「明細書等による補正解釈」＋「均等論に
よる範囲拡張」によって確定されることになります。

企業実務における他社特許の権利範囲解釈（FTO調査）

企業が他社の特許を分析する際、特に自社製品・技術が他社特許を侵害しないか確認するクリアランス調査
（FTO: Freedom to Operate調査）では、他社特許の権利範囲を可能な限り広く解釈してリスク評価を行うの
が一般的です。これは万一解釈を誤り他社特許の範囲を過小評価すると、自社製品が意図せず特許侵害に該
当してしまい、訴訟や差止めなど重大なリスクを招きかねないためです。そのため企業の知財部門や弁理士
は、他社特許のクレームを読む際には「最も広く解釈した場合に自社製品が引っかかるか」を慎重に検討す
る傾向があります。境界線上の技術についても油断せず、安全側に評価することで、潜在的な侵害リスクを極
力排除しようとするわけです。 

実務上、FTO分析ではクレームの文言に対し考えうる広い意味を与え、競合他社（特許権者）が主張し得る
最も広範な範囲を想定します。例えばクレームに記載の技術的用語が複数の解釈を許す場合、自社に不利な
（広い）解釈を一応は適用し、それでも非侵害と言えるかをチェックします。万一少しでも侵害の可能性が
あれば、設計変更や迂回案の検討、ライセンス交渉などの対策を講じるのです。こうした慎重な手法は「最
悪を想定して備える」リスクヘッジとも言え、訴訟リスクを未然に防ぐ企業文化の表れだといえます。

自社特許行使時の権利範囲の主張方法

一方で自社の特許権を他社に対して行使（エンフォース）する場合、企業はその特許の権利範囲をできるだ
け広く解釈して侵害を主張しようとするのが通常です。せっかく取得した特許ですから、競合他社の製品・
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技術が少しでもクレームに抵触するならば自社の権利範囲に取り込み、差止めや損害賠償の対象にしたいと
考えます。しかしながら、権利範囲を広く主張しすぎることにはリスクも伴います。過度に広い解釈を主張す
ると、特許の有効性まで疑問視され、無効審判や裁判で特許自体が無効と判断される恐れがあるためです。
特許法上、クレームの記載は明細書のサポート要件等を満たす必要があり、明細書に開示のない範囲まで権
利を広げようとすれば無効理由となり得ます。また新規性・進歩性の観点でも、広く解釈しすぎると先行技術
との抵触が生じる可能性があります。 

そのため、企業が自社特許を行使する際は権利範囲の主張に細心のバランス感覚が要求されます。具体的に
は、被疑侵害品をカバーできるギリギリまで広く解釈しつつも、特許の有効性を損なわない範囲にとどめる
戦略を取ります。実務上は明細書の記載や図面、さらには審査過程のやり取り（クレーム補正や意見書の内
容）を根拠に、クレーム用語を発明の本質に沿うよう説明し直すことで、権利範囲の裏付けを強化します。例
えば、明細書中の具体的実施例に照らしてクレーム上の用語を解釈し、被疑製品と共通する特徴を強調する
一方で、審査段階で放棄（クレームから削除）した範囲は主張しないようにします。これにより、侵害の主張
においては攻めつつ、無効リスクには守りを固めるというバランスの取れた権利行使が図られているのです。
要するに、自社特許を武器として使う際には「広く攻めるが出過ぎない」戦略的さが求められるということ
です。

「自社特許を狭く・他社特許を広く」のダブルスタンダード

ご質問にあるように「自社の特許は狭く解釈し、他社の特許は広く解釈する」という姿勢は、確かに企業の
知財部門で見られるダブルスタンダードです。この背景には主にリスク回避の考え方があり、自社について
は慎重に、安全圏の範囲だけを権利主張し、他社については最悪ケースまで想定して備えるというものです。
自社特許を過度に広く解釈してしまうと、実際に他社を訴えた際に特許が無効にされるリスクがあります
し、社内的にも過大な期待を抱かせてしまう恐れがあります。そこで「安全な範囲に権利を限定しておく」
ことは、権利行使時の不測の事態（無効化や敗訴）のリスクを減らし、社内での過信を防ぐメリットがあり
ます。 

また他社特許について広めに解釈することは、上述のように偶発的な侵害を避けるための合理的な安全策で
す。最悪のシナリオまで考慮して設計段階から対策を打てば、予期せぬ訴訟リスクを極力排除できます。この
ように見れば、ダブルスタンダードな解釈は企業防衛の観点では一貫して「リスクをできるだけ減らす」方
向にあるとも言えます。すなわち守りを固める知財戦略の表れであり、短期的には非常に合理的なリスク
ヘッジでしょう。 

しかし過度なリスク回避志向にはデメリットも指摘されています。自社特許を慎重に扱いすぎると、折角の
特許を十分に活用せず「宝の持ち腐れ」にしてしまいかねません。他社特許を怖れすぎるあまり自社の研究
開発や製品展開が委縮すれば、イノベーションのブレーキになりかねません。専門家からも「守りに入りす
ぎた姿勢では競争力強化に繋がらない」「過度なリスク回避はイノベーションを阻害する」という指摘があ
り、企業経営として攻めの発想への転換を促す声もあります。要するに、このダブルスタンダード戦略はリス
クヘッジ重視の裏返しではあるものの、自社の知財ポテンシャルを十分発揮できず競争力を損なう恐れも孕
むのです。 

総合的に見れば、現代の競争環境ではリスクをゼロに抑えることばかりに囚われていては新たな価値創造に
つながらないとも言えます。企業には一定のリスクテイクも求められるため、知財戦略においても守り一辺倒
ではなく攻めとのバランスが重要だと考えられます。権利範囲の解釈についても主観的な安全志向に偏らず客
観的な根拠に基づく評価を行い、使える知財はしっかり使って競争力強化に役立てる姿勢が望まれます。

攻めの知財と守りの知財 – 両者の役割と貢献

企業の知財戦略にはしばしば「攻めの知財」と「守りの知財」という分類が用いられます。それぞれ企業の
競争優位への貢献の仕方が異なる概念であり、両方をバランス良く実践することが望ましいとされています。
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「攻めの知財」とは、自社の知的財産を積極的に活用して事業拡大や収益向上に繋げる戦略を指します。具
体例として、重要技術について積極的に特許を取得し市場参入障壁を築く、保有特許を競合他社にライセン
ス供与してロイヤリティ収入を得る、あるいは特許・技術を交渉材料（カード）として提携やクロスライセ
ンス交渉で有利な条件を引き出すといった施策があります。攻めの知財は市場での優位獲得や知財収益の創
出に直接貢献し、企業の成長ドライバーとなり得ます。例えばパテントトロールではなくとも、大企業が自
社の強力な特許網を背景に競合に訴訟を提起すれば、競争相手に大きな打撃を与え市場シェアを守る効果が
あります。あるいは優れた特許技術を業界標準に押し上げることで、自社の優位性を長期に確保するといっ
た形でも競争力強化に繋がります。 

一方、「守りの知財」とは、自社の事業領域を知財で防衛しリスクを低減する戦略を意味します。例えば、
関連する技術分野で特許網（パテントネットワーク）を構築しておき他社からの特許訴訟に備える、あるい
は他社の特許侵害にならないよう事前に綿密な調査と対策（無効資料の収集、設計回避策の検討）を行うこ
とが挙げられます。守りの知財は、万一他社から特許侵害で提訴された場合に対抗策となるクロスライセン
ス用の特許群を持ったり、特許紛争を抑止する効果（相手に迂闊に訴訟を起こさせない抑止力）を発揮した
りする点で、企業活動の安全運転を支える役割を果たします。また近年では、自社製品が他社の権利を侵害
していないことを証明するエビデンス（クリアランスの結果など）を蓄積し、取引先や投資家に示すことで
信頼を得るといったリスク管理型の知財戦略も「守り」の一環と言えるでしょう。守りの知財は直接的に利
益を生まないかもしれませんが、企業の継続的な競争力を下支えする重要な機能を担っています。 

攻めと守り、両方の知財戦略が車の両輪のように機能してこそ、知財は真に企業競争力に貢献します。攻め
の知財で市場の主導権を握り収益を拡大しつつ、守りの知財でその基盤を防護しリスクをコントロールする
ことで、知財活動が企業の事業戦略と合致しシナジーを生むのです。

専門家の見解 – 慎重すぎる姿勢への評価

知財業界の専門家やコンサルタントも、企業の知財戦略における攻守バランスについて様々な見解を述べて
います。特に日本企業については「慎重すぎる」「守りに入りすぎ」との指摘がしばしば見られます。ある特
許弁護士は、「自社の特許権を必要以上に遠慮して解釈する一方で、他社特許に過敏になりすぎるのは典型
的なリスク回避型の姿勢だ。確かにリスク管理は重要だが、このままでは自社特許を宝の持ち腐れにして競
争力強化に繋がらない」と厳しく指摘しています。また別の知財コンサルタントは、「過度なリスク回避は
イノベーションのブレーキになりかねない。攻めの知財に転じるには経営陣の意識改革が必要だ」と述べ、
守り一辺倒から脱却して攻めの姿勢を取り入れる重要性を強調しています。このように専門家の意見は、現
在の日本企業の多くに見られる保守的な知財運用に警鐘を鳴らし、より戦略的・積極的な知財活用への転換
を促す内容となっています。 

もっとも、専門家たちも闇雲にリスクを取れと言っているわけではありません。基本となるのは客観的な情
勢判断と経営戦略に即した知財活用であり、闇雲に他社を訴えたり特許を乱発したりするのではなく、「攻
めどころでは大胆に、守るべきところは確実に」というメリハリの利いた戦略が重要だとされています。要
は、経営目標を達成するために知財をどう使うかを明確に描き、その実現に向けて時にリスクも取る覚悟が
経営層には求められるということです。

先進企業の知財戦略事例 – 攻守バランスの実践

世界的に見て知財戦略に長けた先進的な企業は、攻めと守りのバランスをうまく取った知財活動を展開して
います。例えば、IBMは毎年膨大な数の特許を取得し続ける世界有数の特許保有企業であり、これを背景に積
極的なライセンスビジネスを展開して年間数十億ドル規模の収入を特許から得ています。これは攻めの知財
戦略の代表例で、IBMは自社特許を活用して多大な収益を上げつつ、一方で業界内の主要企業とクロスライセ
ンス契約網を構築することで、逆にIBM自身が他社から訴えられるリスクを低減することにも成功していま
す。つまり、攻め（収益化）と守り（リスク低減）を両立させているわけです。 
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日本企業の例では、トヨタ自動車の知財戦略がしばしば注目されます。トヨタは毎年大量の特許を出願・取
得して自社の広範な技術領域を網羅し、他社が容易に侵害訴訟を起こせないような強固な防衛網（守りの知
財）を築いてきました。その一方で、トヨタは近年、燃料電池車や電気自動車向けの基幹特許を無償で開放
すると発表し話題を呼びました。この戦略は自社技術をオープンにすることで業界標準を自ら主導し、市場
全体を拡大させて最終的に自社の事業機会を増やすという攻めの知財の側面を持っています。トヨタは守り
の知財で自社事業を堅守しつつ、攻めの知財で業界全体への影響力とイニシアチブを獲得するという二面戦
略を実践していると言えるでしょう。 

この他にも、例えばQualcomm社は標準必須特許を武器にしたライセンス収入モデル（攻め）と、莫大な特
許ポートフォリオによる訴訟抑止力（守り）を兼ね備えていますし、Google社は特許網の防御力に加えオー
プンソースや特許非行使宣言でエコシステムを形成する戦略を採るなど、各社が独自のバランスで攻守の知
財戦略を展開しています。先進企業に共通するのは、知財を単なる法律上の権利ではなく経営資源として位
置付け、攻めと守りを状況に応じて使い分けている点です。この柔軟かつ戦略的な姿勢が、結果的に事業競
争力の強化に直結しているのです。

統合的考察と結論

以上の調査から、「自社特許を狭く解釈し、他社特許を広く解釈する」という一見消極的な知財運用は、リ
スクヘッジを最優先する企業文化の表れであることが分かりました。確かに短期的な訴訟リスクの回避や特
許無効化リスクの低減というメリットはありますが、その反面、自社の知財資産を十分に活用できないとい
うジレンマも抱えています。現代のビジネス環境では技術革新のスピードが速く、知的財産を攻めの武器と
して使いこなす企業が競争をリードしています。過度に守りに偏った姿勢は、自社の成長機会を逃し競争力
を削ぐ恐れがあるでしょう。 

したがって、企業の知財戦略には客観的かつ戦略的な権利範囲の評価と、リスクと機会を天秤にかけたバラ
ンス感覚が求められます。特許権の解釈においても、「攻め」と「守り」のダブルスタンダードに陥るのでは
なく、状況に応じた柔軟な対応が重要です。守るべき時には徹底して守りつつも、攻める価値があると判断
した場面では大胆に知財を活用する――そのような攻守のメリハリが取れた知財活動が、これからの企業競
争力の鍵を握るといえるでしょう。各企業が自社のビジネス戦略に即して知財の攻守バランスを最適化し、
知的財産を真に価値ある資源として活用できることが期待されます。 

(参考文献や情報源):  本レポートは特許法の規定や知財判例、企業の知財実務に関する文献、知財専門家のコ
メントおよび先進企業の事例紹介等を総合して作成しました。各節で引用した出典をご参照ください。 
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